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調査の概要

 調査目的
リチウムイオン電池等に起因する火災事故等の防止を図るために発出した、「市町村におけるリチウム
蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」（令和７年４月15日付け環循適発
第2504151号）を踏まえ、市町村におけるリチウムイオン電池等の処理体制の構築状況等について、
令和７年度の実績を把握するためフォローアップ調査を実施した。

 調査実施期間・調査対象
• 調査実施期間：令和８年４月28日～5月28日
• 調査対象：市町村（事務組合、特別区を含む。）

・対象市町村数：1,741
・回答市町村数：1,741 （回収率：100％）

 調査項目
主に以下の項目について、令和７年度の実績（令和８年３月31日時点）を調査した。
• リチウムイオン電池等に起因する火災事故等の発生状況等
• リチウムイオン電池等の回収・処理の状況
• 膨張・変形した電池等の回収・処理の状況 等



2

調査結果概要
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 廃棄物処理時のリチウムイオン電池等に起因すると疑われる火災事故等（発煙・発火を含む）の
令和７年度の発生件数は39,282件であった。うち、職員または消防隊により消火が行われた件数
は、9,456件であった。

リチウムイオン電池等に起因する火災事故等の発生状況

廃棄物処理時に
火災事故等が発生している市町村数

廃棄物処理時の
火災事故等の年間規模別発生件数

〇令和２年度～令和７年度件数 〇令和５年度～令和７年度件数

廃棄物処理時の
火災事故等の発生件数推移

〇令和元年度～令和７年度件数

※「出火し、職員が手動で消火」、「出火し、消防隊により消火」のみの件数

データ出典：一般廃棄物処理実態調査、「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査
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リチウムイオン電池等に起因する火災事故等の発生場所とごみ区分

 廃棄物処理時の火災事故等の具体的な発生場所のうち最も多いのが「破砕、選別、圧縮等を行う
再資源化施設（保管場所を含む）」であった。リチウムイオン電池等が、市町村の定める適切な分
別区分に排出されず、ごみ処理施設の破砕機等で衝撃が加わった際に発火し、火災事故につなが
るケースが多いと考えられる。

 火災事故等が発生したごみ区分のうち最も多いのが「不燃ごみ」で393件で、次いで「可燃ごみ」が
171件、「粗大ごみ」が164件であった。

〇令和７年度件数（総数：39,282件） 〇令和７年度件数

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

廃棄物処理時の火災事故等の具体的な発生場所 廃棄物処理時の火災事故等が発生したごみ区分

（複数回答） （複数回答）
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リチウムイオン電池等に起因する火災事故等の発生品目

 廃棄物処理時の火災事故等の具体的な発生品目として、「モバイルバッテリー」が最も多く、次いで、
「加熱式たばこ」であり、小型で安価なものや表面がプラスチックのものが多い傾向にあると考えらえる。

廃棄物処理時の火災事故等の具体的な発生品目

〇令和７年度件数

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

（複数回答）



6

リチウムイオン電池等に起因する火災事故等への対策（1/2）

 リチウムイオン電池等を原因とする火災防止のための拠点回収※における対策は、「難燃性又は金属
製の容器で保管」が最も多かった。

※拠点回収:分散型回収拠点や公共施設等での回収ボックスによる回収を行うこと

 収集運搬時における火災対策は、「収集運搬車両に消火器等を搭載」が最も多かった。

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

拠点回収における火災対策 収集運搬における火災対策

〇令和７年度（複数回答） 〇令和７年度（複数回答）
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廃棄物施設施設等の運用改善による火災対策 廃棄物処理施設等での設備導入による火災対策

リチウムイオン電池等に起因する火災事故等への対策（2/2）

 リチウムイオン電池等を原因とする火災防止のための廃棄物処理施設等の運用改善による対策につ
いて、「施設等での処理前にリチウムイオン電池等の抜き取り（手選別）を実施」が最も多かった。

 施設等での設備導入による対策について、 「施設等に防火・消火設備等を設置」が最も多かった。

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

〇令和７年度（複数回答） 〇令和７年度（複数回答）



8

市町村によるリチウムイオン電池等の回収状況（1/2）

 リチウムイオン電池等の回収について、「リチウムイオン電池及びリチウムイオン電池使用製品の両方回
収」「リチウムイオン電池のみ回収」「リチウムイオン電池使用製品のみ回収」と回答した市町村は、令和
７年度で86.2％であり、前年度より8.9％ポイント増加した。

〇令和６年度実績 〇令和７年度実績

データ出典：一般廃棄物処理実態調査、「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

〇令和５年度実績

市町村によるリチウムイオン電池等の回収状況

リチウムイオン電池等を
回収している市町村

合計 86.2％
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市町村によるリチウムイオン電池等の回収状況（2/2）

  リチウムイオン電池等の分別回収を行っていない240市町村（13．8％）のうち、 106市町村
（44.2％）が分別回収の実施を検討している結果となった。そのうち87市町村（82.1％）が回収
を開始する予定があると回答した。

〇令和７年度実績

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

市町村によるリチウムイオン電池等の
回収状況

回収を検討している
市町村の予定

〇令和７年度実績 〇令和７年度実績



10

都道府県別のリチウムイオン電池等の回収状況

 全国47都道府県のうち、「リチウムイオン電池単体」または「リチウムイオン電池使用製品」を回収し
ている市町村が80％以上である都府県は40都府県。一方で、80％未満である道県は、7道県と
なった。

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

都道府県別「リチウムイオン電池単体」または「リチウムイオン電池使用製品」を回収している市町村の割合（令和7年度実績）

※都道府県ごとに、全市町村数に対して、「リチウムイオン電池単体」または「リチウムイオン電池使用製品」を回収している市町村の割合を示した。

100% 北海道

90%以上100%未満 79%

80%以上90%未満

80%未満 青森県

秋田県 80%

72% 岩手県

山形県 76%

石川県 新潟県 80% 宮城県

島根県 鳥取県 京都府 福井県 84% 富山県 83% 栃木県 94%

山口県 84% 100% 兵庫県 88% 88% 岐阜県 100% 群馬県 100% 福島県

84% 広島県 岡山県 93% 奈良県 滋賀県 93% 長野県 83% 埼玉県 86%

福岡県 87% 70% 大阪府 90% 100% 愛知県 81% 山梨県 97% 茨城県

佐賀県 87% 91% 和歌山県 三重県 98% 静岡県 93% 東京都 100%

長崎県 90% 大分県 愛媛県 香川県 83% 93% 94% 神奈川県 90% 千葉県

95% 熊本県 83% 95% 82% 88% 78%

71% 宮崎県 高知県 徳島県

鹿児島県 85% 82% 83%

91%

沖縄県

71%
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リチウムイオン電池等の回収を行っていない理由

 「リチウムイオン電池単体」または「リチウムイオン電池使用製品」の回収を行っていない理由としては、 
「組織体制の整備や人員確保が困難」が最も多く挙げられ、次いで、 「近隣に引き取り可能な事業
者等がいない」、「収集・処理を委託している事業者との調整が困難」 となった。

リチウムイオン電池等の回収を行っていない理由

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

〇令和7年度実績（複数回答）
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市町村によるリチウムイオン電池等の回収方法

市町村によるリチウムイオン電池等の回収方法

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

〇令和７年度実績

（複数回答）

 「リチウムイオン電池単体」の回収方法は、「清掃工場への持込み」が57.9％で最も多く、次いで、
「市町村役場等の窓口への持込み」、「ステーション回収（戸別回収を含む）」となった。

 「リチウムイオン電池使用製品」の回収方法は、「清掃工場への持込み」が60.5％で最も多く、次い
で、「ステーション回収（戸別回収を含む）」、「拠点回収」となった。
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都道府県別のリチウムイオン電池等のステーション回収状況

 全国47都道府県のうち、「リチウムイオン電池単体」と「リチウムイオン電池使用製品」の両方をス
テーション回収している市町村が50％以上の都県は、13都県となった。

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

都道府県別「リチウムイオン電池単体」と「リチウムイオン電池使用製品」の両方をステーション回収している市町村の割合
（令和7年度実績）

50%以上 北海道

40%以上50%未満 32%

30%以上40%未満

30%未満 青森県

秋田県 28%

8% 岩手県

山形県 30%

石川県 新潟県 51% 宮城県

島根県 鳥取県 京都府 福井県 74% 富山県 37% 栃木県 57%

山口県 63% 26% 兵庫県 15% 35% 岐阜県 27% 群馬県 44% 福島県

53% 広島県 岡山県 41% 奈良県 滋賀県 24% 長野県 31% 埼玉県 22%

福岡県 74% 30% 大阪府 54% 16% 愛知県 16% 山梨県 73% 茨城県

佐賀県 17% 26% 和歌山県 三重県 56% 静岡県 37% 東京都 52%

長崎県 40% 大分県 愛媛県 香川県 27% 45% 66% 神奈川県 61% 千葉県

33% 熊本県 28% 25% 24% 42% 35%

40% 宮崎県 高知県 徳島県

鹿児島県 31% 50% 17%

49%

沖縄県

44%
※都道府県ごとに、全市町村数に対して、「リチウムイオン電池単体」と「リチウムイオン電池使用製品」の両方をステーション回収している市町村
の割合を示した。
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リチウムイオン電池等の処理状況

 「リチウムイオン電池単体」の処理状況について、「電池類と一緒に民間事業者に処理委託」が729
市町村と最も多く、次いで、「JBRCに処理委託」 、「小型家電と一緒に認定事業者に処理委託」と
なった。

 「リチウムイオン電池使用製品」の処理状況について、「小型家電と一緒に認定事業者に処理委託」
が650市町村と最も多く、次いで「電池類と一緒に民間事業者に処理委託」、「その他民間事業者
に処理委託」となった。

市町村によるリチウムイオン電池等の処理状況（令和7年度件数）

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

〇リチウムイオン電池単体 〇リチウムイオン電池使用製品（複数回答） （複数回答）

（件数） （件数）
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リチウムイオン電池等の処分を行っていない理由

 リチウムイオン電池等の処分を行っていないと回答した市町村では、 「回収量が少ないため、保管の
み行っている」と回答した市町村が最も多く、次いで、「処理先が見つからない」となった。

リチウムイオン電池等の処分を行っていない理由（令和7年度実績）

〇リチウムイオン電池単体 〇リチウムイオン電池使用製品

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

（複数回答） （複数回答）
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市町村による膨張・変形したリチウムイオン電池等の回収状況

  膨張・変形したリチウムイオン電池等の回収について、回収方法を明示して「リチウムイオン電池及びリチウムイオ
ン電池使用製品の両方回収」「リチウムイオン電池のみ回収」「リチウムイオン電池使用製品のみ回収」と回答した
市町村は、令和７年度では41.3％であった。

市町村による膨張・変形したリチウムイオン電池等の回収状況（令和7年度）

データ出典：「市町村におけるリチウム蓄電池等の適正処理に関する方針と対策について（通知）」を踏まえた対応に係る調査

※「回収していない」には、膨張・変形したリチウムイオン電池等の回収方法を明示していないが、住民が持参した際には回収している市町村を含む。

膨張・変形した
リチウムイオン電池等を
回収している市町村

合計 41.3％
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